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平成２５年度決算の状況

一般会計の基金の状況市債の状況（借入金）

市の家計簿をわかりやすく公表します

照会先 財政課　 23-7709

　平成２５年度決算の状況をお知らせします。詳しくは、市役所、各地域事務所及び西部支所にある
わかりやすい説明書「せきしのけっさん」をご覧ください。
※「せきしのけっさん」は、市ホームページでも見ることができます。

　一般会計の歳入総額は、４０６億５，８４１万円で、前年度と比較して１３億６，２７１万円増加（伸率３．５％）
しています。また、歳出総額は、３８７億３，５５３万円で、前年度と比較して８億９，９２３万円の増加（伸率２．４％）
となっています。
　市の借入金である市債は、一般会計、特別会計、企業会計の年度末現在高は、６０９億２，０３９万円で、前
年度と比較して１４億１，５３５万円減少（伸率△２．３％）しています。一方、貯金である基金は、一般会計の年
度末現在高は、１８０億６，７１３万円で、前年度と比較して６億１，５５５万円増加（伸率３．５％）しています。

歳入 歳出
合計  406億
5,841万円

市税
129億4,766万円

民生費
105億497万円

教育費
62億6,097万円

総務費
60億5,874万円

土木費
45億2,950万円

公債費
42億865万円

衛生費
28億3,637万円

地方交付税
96億2,176万円

国庫支出金
48億7,448万円

市債
37億8,490万円

県支出金
20億6,495万円

諸収入
14億635万円

繰入金 
16億9,457万円

繰越金
14億5,940万円

地方消費税交付金
8億7,743万円

消防費
18億1,877万円

農林水産業費
14億5,853万円

商工費
6億3,550万円

その他　19億2,691万円 その他
4億2,353万円

合計  387億
3,553万円

合計  180億
6,713万円

※土地開発基金などの
定額運用基金は
含んでいません。

総合計  609億
2,039万円

財政調整基金
63億1,151万円

地域振興基金
33億564万円

減債基金
27億2,211万円

公共施設等
整備基金
23億6,282万円

臨時財政対策債
122億5,761万円

上水道
29億172万円

教育債
71億
2,029万円

土木債
68億
2,692万円総務債

37億
3,343万円

下水道
139億
3,974万円

農業集落
排水事業 
49億
5,626万円

簡易水道事業
27億9,797万円

衛生債  15億2,738万円
消防債  13億8,649万円
農林債     9億9,313万円
減税補てん債  9億396万円

民生債
6億6,600万円

災害復旧債
1億6,305万円

その他
2億9,006万円

その他  4億5,638万円

一般会計

特別
会計

企業
会計

職員退職
手当基金
16億152万円

その他の基金  2億3,254万円
地域の元気臨時交付金基金  6億447万円地域福祉基金

9億2,652万円

一般会計



07 広報せき 2014.11.1

市の家計簿をわかりやすく公表します

　市民の皆様に市政をより身近に感じていただくため、市の決算につい
て事業ごとに概要や財源などを記載し、わかりやすく説明した「平成25年
度せきしのけっさん」を発行しました。
　「せきしのけっさん」は市ホームページで公開しています。また、市役所な
どの窓口でも無料で配布しています。　
　☆配布場所・・・・・財政課（本庁舎3階）、西部支所、各地域事務所

都市計画税の使途状況

特別会計

会　計　名 収入済額 支出済額

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 ( 事 業 勘 定 ) 102億7,084万円 100億6,220万円

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 ( 直 診 勘 定 ) 4億1,193万円 3億7,721万円

下 水 道 特 別 会 計 22億9,526万円 22億8,703万円

財 産 区 特 別 会 計 1,074万円 704万円

中 小 企 業 従 業 員 退 職 金 共 済 事 業 特 別 会 計 1億2,864万円 1億2,864万円

食 肉 セ ン タ ー 事 業 特 別 会 計 5,145万円 4,565万円

農 業 集 落 排 水 事 業 特 別 会 計 8億4,582万円 8億4,570万円

公 設 地 方 卸 売 市 場 事 業 特 別 会 計 4,966万円 4,966万円

介 護 保 険 事 業 特 別 会 計 62億4,329万円 61億9,597万円

簡 易 水 道 事 業 特 別 会 計 6億5,361万円 6億5,361万円

有 線 放 送 事 業 特 別 会 計 4,892万円 4,890万円

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 7億8,978万円 7億7,396万円

合 計 217億9,994万円 214億7,557万円

区　　分 金　　額

都
市
計
画
事
業
費
な
ど

街 路

公 園

下 水 道

そ の 他

都市計画事業　計   　

5億   207万円

6億5,496万円

1億7,647万円

1億   595万円

14億3,945万円

土地区画整理事業 2,559万円

地 方 債 償 還 額 18億1,895万円

合　　　 　　　計 32億8,399万円

上
記
の
財
源
内
訳

地 方 債 4億5,040万円

支 出 金 4億6,016万円

負 担 金 そ の 他 9,609万円

都市計画税収入額 9億1,854万円

一 般 財 源 等 13億5,880万円

合　　　　 　　計 32億8,399万円

市民一人あたりの使い道

市税に対する負担状況

区　　分 1人あたり

議 会 費 3,144円

総 務 費 66,156円

民 生 費 114,704円

衛 生 費 30,970円

農 林 水 産 業 費 15,926円

商 工 費 6,939円

土 木 費 49,458円

消 防 費 19,859円

教 育 費 68,364円

災 害 復 旧 費 1,481円

公 債 費 45,954円

合 　 　 　 　 　 計 422,955円

区　　分 1人あたり

市 民 税 57,918円

固 定 資 産 税 64,167円

軽 自 動 車 税 2,161円

市 た ば こ 税 6,548円

都 市 計 画 税 10,029円

入 湯 税 553円

合 計 141,376円

人口91,583人：平成26年3月31日現在

人口91,583人：平成26年3月31日現在

せきしのけっさん
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主な財政用語の説明

●会計区分
■一般会計

　市税、国や県からの補助金・交付金、手数料などの
収入や、市の行う仕事に必要な支出といったお金の処
理をまとめて行うために設けられた会計で、市のお金
の流れの中心となっています。

■企業会計
　事業で収益をあげて、その収益でまかなわれる会計
で、関市では上水道事業会計がこれにあたります。

■特別会計
　国民健康保険事業や下水道事業のように、保険料
や使用料などの収入で運営していく事業については、
その事業にかかるお金の流れをわかりやすくするた
めに、一般会計とは別の会計を設けることになってい
ます。

■市税
　市民や市内に事務所などをもつ法人などに納めて
いただく税金で、市民税、固定資産税、軽自動車税、市
たばこ税、都市計画税などがあります。

■地方譲与税
　国税として徴収したものを、国が一定の基準により、
市に対して譲与するもので、地方揮発油譲与税、自動
車重量譲与税などがあります。

■地方消費税交付金
　地方消費税の一部を財源として、県が人口と従業者
数で按分し、市に対して交付するものです。

■地方交付税
　全国どの市町村に住んでも一定水準の行政サービ
スが受けられるよう、所得税、法人税、酒税、消費税、た
ばこ税といった国税の一定割合を財源として、国が一
定基準により市に交付するものです。

■分担金・負担金
　市の行う事業により利益を受ける方から、その受益
を限度として徴収するもので、保育園の保育料などが
該当します。

■使用料・手数料
　市の施設の利用や特定の事務により利益を受ける
方から、その受益に対する実費負担的なものとして徴
収するもので、体育館などの施設使用料や、住民票の
写しの交付手数料などが該当します。

■国庫支出金
　国が市に対して支出するもので、負担金、財政援助
のための補助金、委託費などがあります。

■県支出金
　県が市に対して支出するもので、県自らの施策とし
て単独で交付するものと、国庫支出金を県が経費の全
部または一部として交付するものがあります。

■財産収入
　市が所有する財産の貸付け、売払いなどにより得た
現金収入のことで、公共用地の売払収入や、基金積立
金の利子などが該当します。

■繰入金
　各種基金の取り崩しにより繰り入れたお金です。

■繰越金
　前年度の決算上、残ったお金です。

■諸収入
　収入の性質により、他の収入科目に含まれない収入
をまとめたもので、延滞金、預金利子、貸付金元利収
入、雑入などがあります。

■市債
　学校や道路などを建設する場合のように、長期間に
わたって利用することができ、多額の費用が必要なも
のの財源に充てるため、地方自治体が、政府・地方公共
団体金融機構・銀行などから調達する長期的な借入金
を「地方債」といい、市が調達する資金が「市債」です。

●歳入

■議会費
　市議会運営のための経費で、議員報酬も含まれます。

■総務費
　庁舎や財産の維持管理、戸籍管理、税金の徴収など
の経費です。

■民生費
　障がいのある方や高齢者に対する福祉の充実、子
育て支援などの経費です。

■衛生費
　　環境保全、疾病予防、健康増進などの経費です。
■農林水産業費

　農林水産業の振興を図るための支援や、生産基盤
整備などの経費です。

■商工費
　商工業や観光の振興などの経費です。

■土木費
　道路や河川、公園などの社会資本整備のための経
費です。

■消防費
　消防活動や災害対策などのための経費です。

■教育費
　学校教育・生涯学習の充実、文化・スポーツ振興な
どの経費です。

■災害復旧費
　大雨、暴風、地震などの災害により被災した施設等
を復旧するための経費です。

■公債費
　市債の元金・利子や一時借入金の利子を支払うた
めの経費です。

●歳出
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市の家計簿をわかりやすく公表します

健全化判断比率と資金不足比率からみる財政の健全度

財政運営判断指標からみる財政の健全度

1

2

●健全化判断比率（地方公共団体の財政の健全性に関する指標）

●財政運営判断指標（「関市健全な財政運営に関する条例」に基づく市独自の財政指標）

●資金不足比率（地方公営企業の経営の健全性に関する指標）

指　標　名 平成２5年度 平成２4年度
目標値

説　　　　　明
平成30年度 平成35年度

経 常 収 支 比 率 89.2% 91.3% 90.0% 90.0%

公債費、人件費などの義務的経費や経常的に支出される物件費、維持補修費などに
使われた一般財源の額が、市税、地方交付税など経常的に収入される一般財源の総
額に占める割合を表す比率　この比率が高くなると、臨時的事業に投資できる資金が
少なくなるため、財政が硬直しているということになります。

財政調整基金比率 26.5% 26.1% 27.2% 25.0% 標準的な１年間の収入に対して、貯金である財政調整基金が占める割合を表す比率
で、年度間の臨時的な支出に対応できる「ゆとり」を判断するための指標

地 方 債 残 高 比 率 150.8% 152.9% 130.0% 100.0% 標準的な１年間の収入に対して、借入金である地方債の残高が占める割合を表す比率
で、将来の地方債発行可能額を判断するための指標

債務償還可能年数 6.8年 6.9年 6.0年 5.0年 使い道が自由な収入をすべて使ったと仮定して、地方債などの債務を償還するのにか
かる年数を表すもので、債務が返済可能な規模となっているかを判断するための指標

公 債 費 の
普通交付税算入率 76.2% 66.1% 66.6% 66.6% これまでに発行した地方債の単年度における返済額（公債費）のうち、普通交付税を

算定するための基準となる財政需要額に算入される金額の割合を表す比率

地 方 債 残 高 の
普通交付税算入率 66.0% 66.3% 66.6% 66.6% これまでに発行した地方債の年度末残高のうち、普通交付税を算定するための基準と

なる財政需要額に算入される金額の割合を表す比率

指　標　名 平成２5年度 平成２4年度
参　　考

説　　　　明早期健全化基準
※2 財政再生基準

実 質 赤 字 比 率
※1
ー

（△6.35％）

※1
ー

（△3.87％）
12.16% 20.0% 市の一般会計などの赤字の程度を指標化し、財政運

営の深刻度を示す比率

連結実質赤字比率
※1
ー

（△11.42％）

※1
ー

（△9.00％）
17.16% 30.0% 市のすべての会計の赤字や黒字を合算して、市全体の赤字

の程度を指標化し、市全体の財政運営の深刻度を示す比率

実 質 公 債 費 比 率 8.9% 10.9% 25.0% 35.0% 市の借入金の返済額や、これに準じる額の大きさを
指標化し、資金繰りの危険度を示す比率

将 来 負 担 比 率
※1
ー

（△3.0％）

※1
ー

（△3.5％）
350.0% ※3

ー
現時点での市の借入金の額や将来負担しなければならない
額を指標化し、今後の財政運営を圧迫する可能性を示す比率

事　業　名 平成２5年度 平成２4年度
参　　考

説　　　　明
経営健全化基準

上 水 道 事 業 ー ー

20.0%
公営企業の資金不足を指標化し、経営状況の深刻度
を示す比率
※一般会計の実質赤字比率に相当するもの

下 水 道 事 業 ー ー

農業集落排水事業 ー ー

食肉センター事業 ー ー

公設地方卸売市場事業 ー ー

簡 易 水 道 事 業 ー ー

関市の財政の健全度
　平成２5年度決算に基づく本市の健全化判断比率、資金不足比率及び財政運営判断指標は、次のとおりです。健全化判断比
率及び資金不足比率ともに早期健全化基準等を下回り、前年度に引き続き健全な状態です。
　特に健全化判断比率の実質公債費比率は、前年度と比較して2.0ポイント減少しています。これは、借入金が返済元金を超え
ることがないように市債発行額を抑制するなど、公債費負担の軽減に努めてきたことによるものです。また、関市独自の財政運
営判断指標は、前年度と比較しておおむね良好な数値に推移しており、5年度、10年後においても各指標の目標値を維持できる
ものと考えられます。
　今後とも、これらの財政運営のルールに基づき、現在の健全財政を維持するとともに、住民自治による行財政運営の充実・健
全化を図っていきます。

※1　実質赤字比率、連結実質赤字比率、将来負担比率は、いずれも黒字であったため「－」と表記していますが、参考に黒字の程度を（　）内に△で併記しています。
※2　市町村の早期健全化基準は、財政規模に応じて異なります。	 	 	 	 	
※3　将来負担比率には、財政再生基準は設けられていません。

※各会計の資金不足比率は、黒字であったため「－」と表記しています。

※条例に基づき平成２５年１２月に策定した「関市長期財政計画」では、平成２6年度以降１０年の期間における各指標の５年後、10年後の目標値を設けています。
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指　標　名
（　）は前年度の値 一般家庭にたとえて説明すると・・・

経常収支比率
89.2％

（91.3%）

＊給料のうち、どうしても必要な生活費やローン返済額などが占める割合を表しています。支払わなくて
はならない経費の割合が、89.2％を占めているということになります。前年度と比較して2.1ポイント減少
しています。これは、食料費（人件費）やローン返済額（公債費）が大幅に減少したためです。

財政調整基金比率
26.5％

（26.1%）

＊使い道の決まっていない定期預金が、所得と比較したときにどれだけあるかを表しており、所得の
26.5%の蓄えがあるということになります。前年度と比較して0.4ポイント増加しています。定期預金の取
崩し（基金繰入）を抑えつつ、将来の臨時的な支出（投資的経費）に備えて積立て（基金への積み増し）
を行いました。

地方債残高比率
150.8％

（152.9%）

＊住宅ローンなどの借入金の残高が、所得と比較したときにどれだけ残っているかを表しており、所得の
約１．5倍のローンが残っていることになります。前年度と比較して2.1ポイント減少しています。順調な減
少傾向にありますが、5年後10年後の目標値に向けて、今後も計画的な借入れに努める必要があります。

債務償還可能年数
6.8年（6.9年）

＊給料のうち、どうしても支払わなければならない経費以外のお金をすべてローンの返済に充てたとし
て、何年で借金が返済できるかを表しています。計算上では、７年以内にすべての借入金を返済できるこ
とになっています。前年度と比較して0.1ポイント減少しています。地方債残高比率と同様に順調な減少傾
向にありますが、5年後10年後の目標値に向けて、今後も計画的な借入れに努める必要があります。

公債費の
普通交付税算入率

76.2%
（66.1%）

＊ローン返済額のうち、利子補給や税額控除などの補てんがあった割合を表しています。ローン返済額の
76.2%は補てん分であり、自己負担分は返済額の23.8%ということになっています。前年度と比較して10.1
ポイント増加しています。今年度のローン返済額（公債費）は、有利な借入れに対する返済が多く、利子補
給などの補てん（普通交付税への算入）が、前年度よりも多く受けられました。

地方債残高の
普通交付税算入率

66.0%
（66.3%）

＊ローン残高のうち、利子補給や税額控除などの補てんが受けられる割合を表しています。ローン残高の
66.0%は補てんが受けられる見込みであり、実際に負担すべきローン残高の割合は、34.0%ということに
なります。前年度と比較して0.3ポイント減少していますが、目標とする算入率をおおむね維持していると
いえます。今後も、有利な借入れ（過疎対策事業債など）を活用し、ローン（公債費）負担の軽減に努める
必要があります。

広報せき 2014.11.1

●財政運営判断指標を家庭にたとえると・・・

■支払わなければならない経費の割合
　例：食費、光熱水費、ローン返済など

■自由に使える割合
　例：旅行、自動車購入など

■利子補給などの補てんがあった割合

■ローン返済額のうち、実際の自己負担　
　分の割合

■利子補給などの補てんが受けられる　　
　ローン残高の割合

■ローン残高のうち、実際に負担しなければ
　ならない残高の割合
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平成25年度は、収支差引して１億５，１７３万円の純利益となりました。

収支差引して不足する額6億7,862万円は、損益勘定留保資金などで補てんしました。
※損益勘定留保資金とは、減価償却費などの現金を伴わない経費で資本的支出の財源になります。

※建設費の内、武儀上之保地区簡易水道統合事業として送水管布設など総額2億5,176万円の工事を実施しました。

水道施設の建設や更新にかかる経費とその財源〈税込み〉

企　業　債 … 施設建設などの財源とするために国などから借り入れる長期の借入金です。
建設改良費 … 水道施設の更新、改良などを行うための経費です。
企業債償還金 … 水道施設などをつくるために借りたお金の元金の支払いです。

資本的収入および支出

広報せき 2014.11.1

市の家計簿をわかりやすく公表します

上水道事業会計の経営状況

簡易水道の経営状況

上水道事業は、地方公営企業法に基づき経営し、皆さんの水道料金を主な収入源として「独立採算制」で運
営しています。上水道事業会計は、収益的収支と資本的収支に区分されます。

平成２5年度決算から

平成２5年度決算から

水道施設を維持管理するための経費とその財源〈税抜き〉

減価償却費 … 固定資産（建物、機械備品など）が、時の経過などに伴って摩耗や消耗などにより、価値が減
　　　　　　  少した分を費用化したものです。
物　件　費 … 給配水管や機器などの修繕費、電気料、材料代などの経費です。
企業債利息 … 水道施設などをつくるために借りたお金の利息の支払いです。

収益的収入および支出

収入
合計  12億
4,611万円

営業収益（使用料など）
12億2,507万円　98%

支出
合計  10億
9,438万円

物件費
3億5,738万円　
32%

人件費
1億4,185万円　
13%

減価償却費
４億9,096万円　45%

繰入金
2億6,555万円　
41%

公債費
2億5,648万円　
39%

人件費
3,325万円　
5%

建設費
2億8,892万円　
44%

維持管理費
7,496万円　
12%

市債
2億1,820万円　
33%

料金など
1億1,734万円　
18% 歳入

合計  6億  
5,361万円

歳出
合計  6億
5,361万円

建設改良費
7億3,439万円　
83%

企業債償還金
1億4,799万円　
17%

支出
合計  8億
8,238万円

収入
合計  2億
376万円

企業債
7,000万円　
34%

工事負担金
1億2,668万円　
62%

営業外収益
2,065万円　2%

繰越金
5万円　0%

補助金5,100万円　8%
諸収入
147万円　0%

固定資産
売却代金
9万円　0%

負担金
699万円
4%

その他の経費
5,212万円　5%企業債利息

5,207万円　5%

特別利益
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18% 歳入

合計  6億  
5,361万円
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83%

企業債償還金
1億4,799万円　
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39万円　0%

※建設改良費の内、小瀬水源地などの施設整備、老朽管更新(8件）など総額7億108万円の工事を実施しました。
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市の家計簿をわかりやすく公表します

広報せき 2014.11.1

１．料金などとは、使用料や受益者負担金および検査手数
　   料などです。
２．補助金とは、主に建設事業に対する補助金などです。
３．繰入金とは、経費不足分を関市一般会計から繰り入れす
　   るものです。
４．市債とは、経営で不足する費用のうち、国が認めたお金
　   を借り入れるものです。

１．人件費とは、給料・手当・共済費などです。
２．建設費とは、水道管や汚水管、下水処理場などの工事
　   にかかる費用です。
３．維持管理費とは、薬品の購入や電気料金および委託費
　   用です。
４．公債費とは、借り入れたお金を返済するための費用です。

下水道の経営状況
下水道の決算は、下水道特別会計・農業集落排水事業特別会計・し尿処理費（一般会計）を合算しています。

平成２5年度決算から

簡易水道、下水道の語句の説明

繰入金
17億5,590万円　
54%

補助金
2,900万円　
0.9%

公債費
18億
1,290万円　
56%

人件費
2億662万円　
6%

建設費
2億2,482万円　
7%

維持管理費
9億8,353万円　
31%

市債
1億6,040万円　
5%

料金など
12億8,437万円　
40%

歳入
合計  32億  
3,509万円

合計  32億
2,787万円

諸収入
542万円　0.1%

歳出
繰入金
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料金など
12億8,437万円　
40%
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合計  32億  
3,509万円

合計  32億
2,787万円

諸収入
542万円　0.1%

歳出
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配
置
イ
メ
ー
ジ
を
検
討
し
ま
す
。

◆
募
集
人
員　

12
人
程
度　

※
応
募
多
数
の
場

合
は
審
査
に
よ
り
決
定

◆
応
募
資
格　

平
成
26
年
４
月
１
日
に
お
い
て

満
18
歳
以
上
の
市
に
在
住
、通
勤
、通
学
し
て

い
る
方
。

◆
時
期
・
回
数　

平
成
27
年
１
月
～
２
月
の
平

日
で
計
３
回
開
催
。時
間
は
午
後
７
時
30
分

～
９
時
30
分
を
予
定
。　

◆
場
所　

市
役
所
会
議
室
な
ど

◆
応
募
方
法　

秘
書
広
報
課
で
受
領
ま
た
は
市

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
か
ら
ダ
ウ
ン
ロ
ー
ド
し
た
所
定

の
様
式
に
必
要
事
項
を
記
入
し
、同
課
窓
口
へ

持
参
ま
た
は
郵
送
、Ｆ
Ａ
Ｘ
、メ
ー
ル
に
て
、11

月
28
日（
金
）ま
で
に
提
出
し
て
く
だ
さ
い
。

◆
提
出
・
照
会
先　

〒
５
０
１
―
３
８
９
４

　

若
草
通
３
丁
目
１
番
地　

秘
書
広
報
課
経

営
戦
略
室（
☎
23
―
７
７
１
０　

23
―

７
７
４
４　

メ
ー
ル  hishokoho@

city.
seki.lg.jp

）

　

平
成
27
年
度
に
次
の
施
設
の
利
用
を
希
望
す

る
団
体
は
、12
月
19
日（
金
）ま
で
に
、そ
れ
ぞ
れ

の
申
込
先
へ
ご
連
絡
く
だ
さ
い
。

■
対
象
施
設
と
申
込
先

▽
関
市
総
合
体
育
館（
メ
イ
ン
ア
リ
ー
ナ
、

　

サ
ブ
ア
リ
ー
ナ
、武
道
場
、会
議
室
）

　

＝
関
わ
か
く
さ
コ
ン
ソ
ー
シ
ア
ム（
総
合
体
育

　

館
内
☎
23
―
８
８
２
２
）

▽
中
池
公
園（
市
民
球
場
、中
池
東
グ
ラ
ウ
ン

　

ド
、陸
上
競
技
場
、グ
リ
ー
ン
・
フ
ィ
ー
ル
ド
中

　

池
、多
目
的
広
場
、テ
ニ
ス
コ
ー
ト
、市
民
プ
ー

　

ル
、中
池
体
育
館
）お
よ
び
鮎
の
瀬
、十
六
所
、

　

稲
口
、松
原
、下
有
知
、肥
田
瀬
、肥
田
瀬

　

第
２
、片
倉
、本
郷
、テ
ク
ノ
ハ
イ
ラ
ン
ド
の
各

　

グ
ラ
ウ
ン
ド

　

＝
中
池
公
園
事
務
所（
☎
24
―
０
２
１
４
）

◆
期
日　

11
月
16
日
㊐

◆
場
所　

グ
リ
ー
ン
・
フ
ィ
ー
ル
ド
中
池

◆
内
容　

▽
9
時
か
ら
＝
関
市
小
学
生
タ
グ
ラ

　

グ
ビ
ー
大
会（
兼
サ
ン
ト
リ
ー
カ
ッ
プ
第
11
回

　

全
国
小
学
生
タ
グ
ラ
グ
ビ
ー
選
手
権
大
会
関

　

市
予
選
）　

▽
終
了
後
＝
小
学
生
ス
ク
ー
ル

　

ミ
ニ
ラ
グ
ビ
ー
フ
ッ
ト
ボ
ー
ル
交
流
戦

※
日
程
は
変
更
に
な
る
場
合
が
あ
り
ま
す
。

◆
照
会
先 　

関
市
ラ
グ
ビ
ー
フ
ェ
ス
テ
ィ
バ

　

ル
実
行
委
員
会（
総
合
体
育
館
内
☎
23
―

　

８
５
２
５
）

募 集
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平
成
26
年
市
議
会
第
３
回
定
例
会
を
、
９
月

２
日
か
ら
10
月
１
日
ま
で
の
30
日
間
、
開
催
し

ま
し
た
。

　

こ
の
定
例
会
で
は
、
条
例
関
係
９
件
、
一
般

議
案
４
件
、
補
正
予
算
11
件
、
決
算
認
定
13
件
、

報
告
３
件
、
諮
問
３
件
、
請
願
１
件
、
議
員
提

案
２
件
（
意
見
書
）
の
合
わ
せ
て
46
件
を
審
議

し
ま
し
た
。
審
議
日
程
は
次
の
と
お
り
で
し
た
。

▼
９
月
２
日
の
本
会
議
１
日
目
は
、
会
期
を
30

日
間
と
決
め
た
後
、
議
案
の
説
明
が
行
わ
れ
、

工
事
請
負
契
約
の
締
結
に
つ
い
て
（
武
芸
川
事

務
所
耐
震
補
強
・
改
修
（
建
築
）
工
事
）
な
ど

３
件
に
つ
い
て
可
決
し
、
公
平
委
員
会
委
員
、

固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
委
員
の
選
任
及
び

教
育
委
員
会
委
員
の
任
命
に
同
意
し
ま
し
た
。

▼
11
日
の
本
会
議
２
日
目
は
、
議
案
に
対
す
る

質
疑
を
行
い
、
関
市
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す

る
条
例
の
一
部
改
正
に
つ
い
て
な
ど
５
件
を
可

決
し
ま
し
た
。

　

関
市
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地
域

型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め
る

条
例
の
制
定
に
つ
い
て
、
平
成
26
年
度
関
市
一

般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）、
平
成
25
年
度

関
市
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算
の
認
定
に
つ

い
て
な
ど
28
件
を
そ
れ
ぞ
れ
所
管
の
各
常
任

委
員
会
に
付
託
し
ま
し
た
。

　

そ
の
後
、
代
表
質
問
と
一
般
質
問
を
行
い
、

通
告
者
12
人
の
う
ち
４
人
が
、
当
局
の
姿
勢
や

方
針
に
つ
い
て
質
問
を
行
い
ま
し
た
。

▼
12
日
の
本
会
議
３
日
目
は
、
５
人
が
一
般
質

問
を
行
い
ま
し
た
。

▼
16
日
の
本
会
議
４
日
目
は
、
３
人
が
一
般
質

問
を
行
い
ま
し
た
。

▼
17
日
～
26
日
は
各
常
任
委
員
会
及
び
自
治

基
本
条
例
に
関
す
る
特
別
委
員
会
で
付
託
案

件
の
審
査
を
行
い
ま
し
た
。

▼
10
月
１
日
の
本
会
議
５
日
目
は
、
各
常
任
委

員
長
か
ら
付
託
案
件
の
委
員
会
審
査
結
果
の
報

告
が
行
わ
れ
、
討
論
、
採
決
の
結
果
、
各
委
員

長
の
報
告
ど
お
り
可
決
さ
れ
ま
し
た
。
請
願
第

１
号
「
集
団
的
自
衛
権
行
使
容
認
の
閣
議
決
定

を
撤
回
し
、
立
法
化
し
な
い
意
見
書
の
採
択
を

求
め
る
請
願
書
」
は
不
採
択
と
し
ま
し
た
。
自

治
基
本
条
例
に
関
す
る
特
別
委
員
会
委
員
長
か

ら
、
継
続
審
査
と
な
っ
て
い
た
議
案
に
つ
い
て

さ
ら
に
慎
重
に
審
査
す
る
た
め
、
閉
会
中
の
継

続
審
査
の
申
し
出
が
あ
り
、
採
決
の
結
果
、
委

員
長
の
申
し
出
ど
お
り
、
閉
会
中
の
継
続
審
査

を
承
認
し
ま
し
た
。
ま
た
、
追
加
議
案
（
補
正

予
算
）
１
件
を
可
決
し
た
の
ち
、
議
員
提
案
２

件
を
審
議
し
、
い
ず
れ
も
可
決
し
ま
し
た
。

　

今
定
例
会
に
付
議
さ
れ
た
案
件
を
す
べ
て
議

了
し
閉
会
し
ま
し
た
。

 

代
表
質
問

　

豪
雨
災
害

質
問
　
避
難
勧
告
発
令
等
の
方
針
は

　

答
弁　

８
月
10
日
の
台
風
11
号
に
よ
る
豪
雨

災
害
時
の
避
難
勧
告
発
令
で
は
、「
長
良
川
が

避
難
判
断
水
位
に
達
し
た
た
め
」
と
発
令
理
由

に
つ
い
て
も
伝
達
し
、
対
象
エ
リ
ア
の
中
で
も

特
に
長
良
川
流
域
の
住
民
の
避
難
を
強
調
し
ま

し
た
。

　

今
回
は
、
広
い
エ
リ
ア
へ
の
急
な
避
難
勧
告

発
令
に
よ
り
、
不
安
に
感
じ
ら
れ
た
住
民
の
方

も
多
か
っ
た
こ
と
か
ら
、
今
後
、
水
害
を
受
け

る
対
象
エ
リ
ア
の
絞
り
込
み
を
行
う
方
針
で
す
。

さ
ら
に
、
河
川
に
近
づ
か
な
い
よ
う
に
事
前
啓

発
す
る
こ
と
や
、
避
難
勧
告
を
発
令
す
る
前
に

避
難
準
備
情
報
を
積
極
的
に
発
信
す
る
こ
と
で
、

不
安
を
取
り
除
く
な
ど
の
対
応
も
実
施
し
て
い

き
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
住
民
の
皆
様
に
は
、
市
の
避
難
勧
告

発
令
時
に
お
い
て
、
そ
の
場
の
状
況
か
ら
ど
う

行
動
す
る
の
が
最
善
か
を
個
人
で
判
断
す
る
こ

と
も
自
助
と
し
て
重
要
で
あ
る
た
め
、
今
後
も

出
前
講
座
な
ど
を
通
じ
更
な
る
啓
発
が
必
要
で

あ
る
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

過
疎
地
域
の
学
校
統
合

質
問　

施
設
の
活
用
方
法
は

　

答
弁　

武
儀
・
上
之
保
地
域
及
び
洞
戸
・
板

取
地
域
の
中
学
校
に
つ
い
て
は
、
多
人
数
で
の

活
動
に
よ
り
教
育
的
な
効
果
を
高
め
て
い
く
た

め
に
、
中
学
校
の
再
編
に
向
け
て
進
め
て
い
ま

す
。

　

こ
の
再
編
に
伴
っ
て
遊
休
施
設
と
な
る
校
舎

を
単
独
の
機
能
を
有
す
る
施
設
と
し
て
活
用
す

る
の
で
は
な
く
、
多
面
的
な
機
能
を
有
し
、
地

域
振
興
の
目
的
を
総
合
的
に
果
た
す
こ
と
が
で

き
る
施
設
と
し
て
活
用
で
き
る
よ
う
に
検
討
を

進
め
て
い
き
ま
す
。
ま
た
、
例
え
ば
、
上
之
保

中
学
校
の
校
舎
の
有
効
活
用
に
つ
い
て
は
、
校

舎
の
活
用
、
そ
れ
だ
け
の
検
討
に
留
ま
ら
ず
、

上
之
保
事
務
所
の
在
り
方
も
含
め
て
、
地
域
全

体
の
施
設
利
用
を
考
慮
し
た
議
論
を
し
て
い
か

な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

不
登
校
対
策

質
問
　
今
後
の
対
策
は

　

答
弁　

県
の
事
業
で
あ
る
ス
ク
ー
ル
カ
ウ
ン

セ
ラ
ー
は
、
今
年
度
、
市
内
全
小
中
学
校
に
配

置
さ
れ
て
お
り
、
児
童
生
徒
や
保
護
者
、
教
職

員
へ
の
カ
ウ
ン
セ
リ
ン
グ
や
指
導
・
助
言
を
行

っ
て
い
ま
す
。
県
下
に
４
名
配
置
さ
れ
て
い
る

ソ
ー
シ
ャ
ル
ワ
ー
カ
ー
は
、
教
育
分
野
の
み
な

ら
ず
社
会
福
祉
分
野
の
専
門
知
識
を
有
し
て
お

り
、
関
市
に
お
い
て
は
９
月
か
ら
６
回
程
度
活

用
す
る
予
定
で
す
。

市
議
会
第
3
回
定
例
会
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一
般
質
問

　

介
護
療
養
型
医
療
施
設

質
問
　
今
後
の
体
制
確
保
は

　

答
弁　

介
護
療
養
型
医
療
施
設
は
、
国
が
平

成
29
年
度
末
ま
で
に
廃
止
す
る
方
針
を
示
し
て

い
ま
す
が
、
施
設
が
担
っ
て
い
る
機
能
に
つ
い

て
は
非
常
に
重
要
で
あ
る
の
で
、
国
の
動
向
を

見
守
り
な
が
ら
そ
の
機
能
が
介
護
老
人
保
健
施

設
等
で
確
保
さ
れ
る
こ
と
を
期
待
し
て
い
ま
す
。

ま
た
、
２
０
２
５
年
に
は
団
塊
の
世
代
が
75
歳

を
迎
え
、
要
介
護
高
齢
者
の
数
が
急
激
に
増
加

し
、
病
院
や
施
設
で
最
期
を
迎
え
る
こ
と
が
で

き
な
い
方
も
増
加
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
て
い

ま
す
。
そ
の
た
め
、
在
宅
医
療
の
提
供
を
含
め

た
地
域
包
括
ケ
ア
シ
ス
テ
ム
の
構
築
が
必
要
で

あ
り
、
医
療
と
介
護
が
連
携
し
て
在
宅
医
療
を

支
援
し
て
い
く
体
制
づ
く
り
を
検
討
し
て
い
き

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

児
童
生
徒
の
安
全

質
問
　
所
在
不
明
の
防
止
体
制
は

　

答
弁　

小
学
校
入
学
の
前
年
に
行
う
就
学

時
検
診
の
際
に
、
当
該
年
度
の
児
童
に
つ
い
て
、

住
民
基
本
台
帳
に
基
づ
き
リ
ス
ト
を
作
成
し
、

検
診
に
出
席
し
な
い
児
童
の
家
へ
は
学
校
の
教

員
が
訪
問
し
確
認
し
て
い
ま
す
。

　

入
学
後
、
不
登
校
な
ど
で
欠
席
が
長
期
化
し

て
い
る
場
合
は
、
そ
の
情
報
を
学
校
と
地
域
の

民
生
委
員
、
学
校
教
育
課
や
子
ど
も
家
庭
課
な

ど
で
共
有
し
、
関
係
者
が
家
庭
訪
問
等
を
行
い

確
認
し
て
い
ま
す
。
保
護
者
が
本
人
と
会
わ
せ

な
い
場
合
に
は
、
子
ど
も
相
談
セ
ン
タ
ー
や
警

察
に
依
頼
し
、
本
人
確
認
が
で
き
る
よ
う
な
体

制
を
整
え
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
保
護
者
が
市
外
へ
転
出
の
手
続
き
を

し
た
後
、
転
入
す
べ
き
学
校
へ
連
絡
し
な
い
場

合
は
、
学
校
教
育
課
が
転
出
先
の
市
町
村
教
育

委
員
会
や
学
校
と
連
携
し
、
児
童
生
徒
が
所
在

不
明
に
な
ら
な
い
よ
う
に
し
て
い
ま
す
。
今
後

も
関
係
機
関
と
の
連
携
を
一
層
密
に
し
て
、
所

在
不
明
の
児
童
生
徒
が
出
な
い
よ
う
確
実
に
対

応
し
て
い
き
ま
す
。

　

農
業
政
策

質
問
　
新
規
就
農
者
の
確
保
は

　

答
弁　

平
成
23
年
度
か
ら
現
在
ま
で
の
３

年
半
の
間
で
、
10
名
の
若
手
の
方
に
新
規
就
農

し
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。
若
手
の
就
農
者
の

確
保
に
つ
い
て
は
、
農
業
関
係
機
関
で
構
成
す

る
中
濃
地
域
営
農
推
進
会
議
や
中
濃
地
域
就
農

支
援
協
議
会
に
お
け
る
情
報
共
有
や
就
農
ま
で

の
誘
導
、
ま
た
新
規
就
農
者
自
立
支
援
シ
ス
テ

ム
な
ど
で
、
営
農
の
継
続
支
援
を
実
施
し
て
い

ま
す
。
ま
た
、
国
の
青
年
就
農
給
付
金
に
よ
る

支
援
は
年
齢
が
45
歳
を
超
え
る
と
給
付
が
受
け

ら
れ
な
く
な
り
ま
す
が
、
昨
年
度
か
ら
関
市
独

自
の
施
策
と
し
て
、
45
歳
を
超
え
る
方
に
対
す

る
助
成
事
業
を
行
っ
て
い
ま
す
。
ソ
フ
ト
事
業

と
し
て
は
、
今
年
度
「
農
業
魅
力
発
見
ナ
ビ
」

と
し
て
、
農
業
学
校
の
学
生
や
新
規
就
農
希
望

者
を
対
象
に
、
農
業
の
現
場
を
見
て
い
た
だ
く

機
会
を
設
け
る
予
定
で
す
。

　

三
市
連
携
事
業

質
問
　
期
待
さ
れ
る
効
果
は

　

答
弁　

今
年
４
月
か
ら
行
っ
て
い
る
人
事

交
流
は
、
関
市
、
美
濃
加
茂
市
、
各
務
原
市
が

相
互
に
職
員
２
人
を
派
遣
し
て
い
ま
す
。
こ
の

人
事
交
流
に
よ
り
、
そ
れ
ぞ
れ
の
職
員
が
広
い

視
野
や
柔
軟
な
発
想
力
を
身
に
付
け
、
三
市
の

施
策
の
幅
が
広
が
り
一
層
質
の
高
い
も
の
に
な

る
こ
と
、
さ
ら
に
こ
の
人
事
交
流
の
メ
リ
ッ
ト

が
組
織
全
体
に
広
が
り
、
組
織
の
活
性
化
や
職

員
の
資
質
向
上
に
つ
な
が
る
こ
と
な
ど
を
期
待

し
て
い
ま
す
。
こ
う
し
た
事
業
の
効
果
は
１
年

や
２
年
で
結
果
が
表
れ
る
も
の
で
は
あ
り
ま
せ

ん
が
、
今
後
も
出
来
る
限
り
継
続
し
て
い
き
た

い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

投
票
区
の
見
直
し

質
問
　
有
権
者
の
利
便
性
の
確
保
は

　

答
弁　

実
施
時
期
は
来
年
４
月
に
執
行
予
定

の
統
一
地
方
選
挙
か
ら
予
定
し
て
い
ま
す
。
今
回

の
見
直
し
に
よ
り
、
投
票
所
か
ら
過
度
に
遠
距
離

と
な
る
地
域
に
つ
い
て
は
代
替
手
段
を
考
え
て
お

り
、
板
取
・
上
之
保
地
域
に
お
い
て
は
旧
の
投
票

所
に
半
日
ほ
ど
開
設
す
る
臨
時
期
日
前
投
票
所
の

設
置
、
交
通
手
段
の
確
保
と
し
て
、
旧
武
儀
郡
の

各
地
域
に
お
い
て
は
地
域
バ
ス
の
活
用
、
富
野
地

域
に
お
い
て
は
デ
マ
ン
ド
バ
ス
等
の
バ
ス
停
か
ら

投
票
所
ま
で
の
送
迎
、
ま
た
期
日
前
投
票
所
の
拡

充
と
し
て
、
新
た
に
西
部
ふ
れ
あ
い
セ
ン
タ
ー
に

設
置
す
る
な
ど
有
権
者
の
利
便
性
の
向
上
を
図
り

た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

公
園
の
環
境
整
備

質
問
　
ご
み
の
収
集
の
方
法
は

　

答
弁　

公
園
の
清
掃
業
務
は
、
主
に
シ
ル
バ

ー
人
材
セ
ン
タ
ー
や
近
隣
の
自
治
会
、
団
体
に

委
託
し
て
行
っ
て
い
ま
す
。
老
人
ク
ラ
ブ
に
つ

い
て
は
、
シ
ル
バ
ー
人
材
セ
ン
タ
ー
か
ら
委
託

を
受
け
て
、
除
草
や
ご
み
拾
い
、
ト
イ
レ
清
掃

を
し
て
い
た
だ
い
て
い
ま
す
。

　

公
園
清
掃
に
て
集
め
た
草
木
や
ご
み
等
が
一

度
に
大
量
に
発
生
し
ま
す
と
収
集
運
搬
業
務
に

支
障
を
き
た
す
こ
と
が
あ
り
ま
す
。
こ
の
た
め
、

一
度
に
５
袋
を
超
え
る
ご
み
は
ス
テ
ー
シ
ョ
ン

へ
の
搬
出
で
は
な
く
、
市
役
所
に
連
絡
を
い
た

だ
き
都
市
整
備
課
の
職
員
が
直
接
回
収
す
る
こ

と
に
し
て
い
ま
す
。

　

こ
の
処
理
方
法
は
、
実
際
に
作
業
を
し
て
い

た
だ
く
方
々
に
対
し
て
、
連
絡
が
十
分
に
届
い

て
い
な
か
っ
た
よ
う
で
す
の
で
、
改
め
て
連
絡

の
徹
底
を
図
り
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

空
き
家
対
策

質
問
　
現
状
と
今
後
の
対
策
は

　

答
弁　

昨
年
度
総
務
省
が
行
っ
た
住
宅
土

地
統
計
調
査
の
速
報
値
か
ら
、
関
市
内
に
は
約

５
，
０
０
０
戸
の
空
き
家
が
あ
る
と
推
計
さ
れ

ま
す
。
倒
壊
の
恐
れ
が
あ
る
空
き
家
に
つ
い
て

は
、
市
民
の
方
か
ら
連
絡
を
い
た
だ
い
て
対
応

し
て
い
ま
す
。
今
後
は
、
人
口
減
少
に
伴
い
空

き
家
が
増
加
し
、
ま
た
老
朽
化
に
伴
い
倒
壊
の

危
険
性
が
あ
る
空
き
家
も
増
加
す
る
と
思
わ
れ

ま
す
。
し
か
し
な
が
ら
、
空
き
家
に
対
す
る
法
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的
手
続
き
や
手
順
は
十
分
整
理
さ
れ
て
お
ら
ず
、

対
策
に
苦
慮
し
て
い
る
状
況
で
す
。

　

空
き
家
対
策
条
例
は
、
国
が
秋
の
臨
時
国
会

に
、
老
朽
化
し
た
空
き
家
の
改
修
や
取
り
壊
し

を
進
め
る
法
律
案
を
提
案
す
る
動
き
が
あ
り
ま

す
。
今
後
は
、
国
の
動
向
に
注
視
し
、
県
の
空

き
家
対
策
協
議
会
な
ど
と
十
分
連
携
を
と
り
な

が
ら
、
条
例
に
つ
い
て
研
究
・
検
討
し
て
い
き

ま
す
。

　

子
ど
も
の
貧
困
対
策

質
問
　
小
中
学
生
へ
の
取
り
組
み
は

　

答
弁　

毎
年
、
学
校
か
ら
全
保
護
者
へ
就
学

援
助
制
度
に
つ
い
て
の
案
内
文
書
を
配
付
し
、

援
助
申
請
を
受
け
た
後
、
審
査
・
認
定
を
行
っ

て
い
ま
す
。
前
年
度
ま
で
援
助
を
受
け
て
い
て
、

そ
の
後
の
申
請
が
な
い
家
庭
や
、
給
食
費
等
の

長
期
に
わ
た
る
未
納
が
あ
る
家
庭
な
ど
の
保
護

者
と
は
懇
談
を
行
い
、
経
済
的
事
情
が
あ
る
場

合
に
は
就
学
援
助
制
度
の
活
用
を
勧
め
て
い
ま

す
。

　

ま
た
、
学
校
で
の
児
童
生
徒
の
様
子
や
、
家

庭
訪
問
時
の
様
子
な
ど
か
ら
、
経
済
的
支
援
が

必
要
な
家
庭
の
状
況
を
あ
る
程
度
把
握
で
き
ま

す
。
こ
の
よ
う
な
家
庭
の
情
報
を
、
地
域
の
民

生
委
員
、
市
の
家
庭
児
童
相
談
室
や
中
濃
子
ど

も
相
談
セ
ン
タ
ー
と
共
有
し
、
支
援
の
必
要
な

家
庭
へ
の
相
談
体
制
を
整
え
る
よ
う
に
し
て
い

ま
す
。

　

今
後
も
い
か
な
る
経
済
状
況
の
家
庭
の
子
ど

も
で
あ
っ
て
も
健
や
か
に
育
つ
こ
と
が
で
き
る

環
境
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
教
育
の
機
会
均

等
を
図
る
た
め
、
就
学
援
助
制
度
を
根
幹
に
、

関
係
機
関
と
連
携
し
て
子
ど
も
の
貧
困
対
策
を

推
進
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　

市
長
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

質
問
　
推
進
計
画
の
進
捗
状
況
は

　

答
弁　

市
長
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
を
、
関
市
の
総

合
計
画
と
整
合
性
を
図
り
、
市
の
施
策
と
し
て

位
置
づ
け
た「
市
長
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト
推
進
計
画
」

は
、
平
成
23
年
度
か
ら
平
成
27
年
度
ま
で
の
計

画
期
間
の
う
ち
３
年
近
く
の
期
間
が
経
過
し
ま

し
た
。

　

平
成
25
年
度
末
で
の
推
進
計
画
の
進
捗
状
況

は
、
58
事
業
の
う
ち
で
、
計
画
ど
お
り
が
45
事

業
、
計
画
よ
り
も
早
い
が
４
事
業
、
既
に
完
了

が
１
事
業
と
い
う
状
況
で
あ
り
、
お
お
む
ね
順

調
に
進
ん
で
い
る
と
認
識
し
て
い
ま
す
。
こ
の

ほ
か
、
取
組
内
容
を
修
正
し
て
進
め
て
い
る
も

の
が
６
事
業
、
計
画
よ
り
も
進
捗
が
遅
れ
て
い

る
も
の
が
２
事
業
あ
り
ま
す
が
、
こ
れ
ら
に
つ

い
て
も
達
成
の
目
途
が
つ
い
て
い
ま
す
。

 

審
議
の
結
果

◎
９
月
２
日
可
決
・
同
意
分

▼
工
事
請
負
契
約
の
締
結
《
武
芸
川
事
務
所
耐

震
補
強
・
改
修
（
建
築
）
工
事
、
中
池
体
育
館

耐
震
補
強
等
工
事
》
▼
財
産
の
取
得
（
関
市
庁

内
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
環
境
整
備
（
行
政
系
ネ
ッ
ト

ワ
ー
ク
機
器
の
購
入
））

▼
公
平
委
員
会
の
委
員
の
選
任
（
同
意
）

再
任　

1
名　

※
任
期
４
年

▼
固
定
資
産
評
価
審
査
委
員
会
の
委
員
の
選
任

（
同
意
）

新
任　

1
名　

※
任
期
３
年

▼
教
育
委
員
会
の
委
員
の
任
命
（
同
意
）

新
任　

1
名　

※
任
期
４
年

◎
９
月
11
日
可
決
・
報
告
分

▼
関
市
職
員
の
退
職
手
当
に
関
す
る
条
例
の
一

部
改
正
▼
関
市
福
祉
医
療
費
助
成
に
関
す
る
条

例
の
一
部
改
正
▼
関
市
有
線
放
送
施
設
条
例
の

一
部
改
正
▼
関
市
地
区
公
民
セ
ン
タ
ー
設
置
及

び
管
理
に
関
す
る
条
例
の
一
部
改
正
▼
関
市
過

疎
地
域
自
立
促
進
計
画
の
変
更
▼
平
成
25
年
度

決
算
に
基
づ
く
関
市
健
全
化
判
断
比
率
の
報
告

▼
平
成
25
年
度
決
算
に
基
づ
く
関
市
資
金
不
足

比
率
の
報
告
▼
平
成
25
年
度
決
算
に
基
づ
く
関

市
財
政
運
営
判
断
指
標
の
報
告

◎
10
月
１
日
可
決
・
認
定
分

▼
関
市
特
定
教
育
・
保
育
施
設
及
び
特
定
地

域
型
保
育
事
業
の
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定

め
る
条
例
の
制
定
▼
関
市
家
庭
的
保
育
事
業

等
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を
定
め

る
条
例
の
制
定
▼
関
市
放
課
後
児
童
健
全
育

成
事
業
の
設
備
及
び
運
営
に
関
す
る
基
準
を

定
め
る
条
例
の
制
定
▼
関
市
留
守
家
庭
児
童

教
室
条
例
の
一
部
改
正
▼
平
成
26
年
度
関
市

一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
３
号
）
▼
平
成
26

年
度
関
市
特
別
会
計
補
正
予
算
《
国
民
健
康

保
険
（
第
１
号
）、
下
水
道
（
第
１
号
）、
財

産
区
（
第
１
号
）、
食
肉
セ
ン
タ
ー
事
業
（
第

１
号
）、
農
業
集
落
排
水
事
業
（
第
２
号
）、

公
設
地
方
卸
売
市
場
事
業
（
第
１
号
）、
介
護

保
険
事
業
（
第
２
号
）、
簡
易
水
道
事
業
（
第

２
号
）、
後
期
高
齢
者
医
療
（
第
１
号
）》
▼

平
成
25
年
度
関
市
一
般
会
計
歳
入
歳
出
決
算

の
認
定
▼
平
成
25
年
度
関
市
特
別
会
計
歳
入

歳
出
決
算
の
認
定
《
国
民
健
康
保
険
、
下
水
道
、

財
産
区
、
中
小
企
業
従
業
員
退
職
金
共
済
事

業
、
食
肉
セ
ン
タ
ー
事
業
、
農
業
集
落
排
水

事
業
、
公
設
地
方
卸
売
市
場
事
業
、
介
護
保

険
事
業
、
簡
易
水
道
事
業
、
有
線
放
送
事
業
、

後
期
高
齢
者
医
療
》
▼
平
成
25
年
度
関
市
上

水
道
事
業
会
計
決
算
の
認
定
▼
平
成
26
年
度

関
市
一
般
会
計
補
正
予
算
（
第
４
号
）
▼
軽

度
外
傷
性
脳
損
傷
に
係
る
周
知
及
び
適
切
な

労
災
認
定
に
向
け
た
取
り
組
み
の
推
進
を
求

め
る
意
見
書
▼
社
会
保
障
・
税
番
号
制
度
の

導
入
に
係
る
財
政
措
置
の
拡
充
を
求
め
る
意

見
書

◎
10
月
１
日
不
採
択
分

▼
集
団
的
自
衛
権
行
使
容
認
の
閣
議
決
定
を

撤
回
し
、
立
法
化
し
な
い
意
見
書
の
採
択
を

求
め
る
請
願
書

◎
継
続
審
査
分

▼
関
市
自
治
基
本
条
例
の
制
定

※
次
回
の
平
成
26
年
第
４
回
定
例
会
は
、
11

月
27
日
（
木
）
に
開
会
予
定
で
す
。

◆
関
市
議
会
を
傍
聴
し
ま
せ
ん
か

　

議
会
は
ど
な
た
で
も
傍
聴
で
き
ま
す
。

　

ま
た
、
本
会
議
開
会
時
間
の
み
、
市
議
会

ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
に
お
い
て
市
議
会
ラ
イ
ブ
中

継
を
放
送
し
て
い
ま
す
の
で
、
こ
ち
ら
も
ぜ

ひ
ご
覧
く
だ
さ
い
。
ま
た
、
議
員
の
質
問
に

つ
い
て
は
、
録
画
配
信
を
行
っ
て
い
ま
す
。

■
照
会
先 

議
会
事
務
局
（
☎
23
―
９
０
６
８
）
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